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秘密保全法「アセスメント」の報告 
全国市民オンブズマン連絡会議 

 
１ 秘密保全法の脅威とアセスメント 

 全国市民オンブズマン連絡会議は、９４年に結成されて以来、自治体や国の情報公開制度を用い

て行政不正支出や違法を明らかにする活動をしてきた。しかし、情報公開請求によって得られた資

料だけで、官官接待やカラ出張をはじめとする不正支出が明らかになった訳ではない。不正支出を

明らかにするためには、他の公開資料や新聞雑誌の記事、時には市民による情報提供といった様々

な情報とのクロスチェックを行うことが必要になる。こういった情報のクロスチェックのノウハウ

は私たちが継続的な活動の中であみ出した手法であるが、これによる調査結果が正確であればある

ほど、不正支出を行ってきた行政に対しては脅威であった。９０年代、出張記録の情報公開請求に

対して出張者を不開示としたにもかかわらず、オンブズが様々な手法を用いてカラ出張を暴いたこ

とで、市民オンブズマンへの内通者がいるに違いない、と当該行政機関が疑心暗鬼に陥り、「犯人」

探しが行われた、という事態も実際に生じている。私たちの行政監視活動は、こうした様々な手法

によって成果を上げてきたと言える。 
 その一方で政府は本年（２０１３年）秋の臨時国会に秘密保全法の提出を明言している。有識者

会議の報告書などで明らかになっている秘密保全法の概要は、①国の安全②外交③公共の安全と秩

序の維持にかかわる情報のうち、秘匿したい情報を「特定秘密」に指定して非公開にすること、「特

定秘密」を漏らした人や漏らすようそそのかした人、その他「社会通念上是認できない方法」で情

報を取得しようとする人を処罰すること、「特定秘密」を扱う人・その周辺の人について「適性評

価制度」で調査すること（人的管理）を内容としていると思われる。このような法制度は私たちの

活動と完全に対立する。私たちは情報公開市民センターと連名で２０１２年３月５日付で「秘密保

全法の制定に反対する」声明を発表している。 
 しかし、残念ながら、秘密保全法に対する報道や世論の盛り上がりは低調と言わざるを得ない。

これは法案すら政府が開示していないことも大きな原因であろうが、「知る権利」や情報公開制度

の重要性に対してまだまだ十分な理解がされていないことも要因と言えるかもしれない。仮にそう

であれば、情報公開制度の“ヘビーユーザー”である私たちが、これまでの活動から、秘密保全法

の制定によって制約を受ける可能性のある活動を拾い出し、危険性を評価することがより具体的に

秘密保全の法制度の問題点を浮き彫りにすることにつながる筈だ。 
 
２ 評価対象と影響調査項目 
（１）評価の対象としたのは、全国市民オンブズマン連絡会議が発足した１９９４年から今大会直前の

２０１３年までの全国市民オンブズマン連絡会議の活動で、全国大会の資料集中の「市民オンブズ

マンのこの一年」で報告したもののみとした。 
（２）秘密保全法の脅威度 

 秘密保全法の影響については、情報の開示に対する影響と私たちの活動に対する影響の二つの側

面から評価した。 



①情報の開示に対する影響 
 秘密保全法の制定によって情報公開制度の運用には以下の影響が生じることが予想される

（図１）。 
【図１】 

 情報の内容 現状の運用 秘密保全法の運用後 
ⅰ） 防衛外交情報 不開示＝法５条３号、４号 特定秘密指定による不

開示＝３号４号＝現状

と変わらず 
ⅱ） 法人・審議・検

討・事務事業 
不開示＝法５条２号、５

号、６号 
特定秘密指定による不

開示＝３号・４号＝開

示度低下（×） 
ⅲ） ⅰ)ⅱ）以外の防

衛・外交・公共の

安全に関わる情

報でこれまで開

示していたもの 

開示 特定秘密指定による不

開示＝３号・４号＝開

示度低下（×） 

ⅳ） その他の情報 開示 特定秘密の指定がなく

ても過剰反応で△ 
 
ⅰ）情報公開法５条３号または４号（行政機関の長がおそれがあると判断したことに「相当の理由」

があることを不開示の要件とする場合）を理由とする不開示情報が、特定秘密に指定される場

合（開示度には変化なし） 
ⅱ）法５条２号、５号、６号（いずれも「おそれ」を不開示の要件とする）を理由とする不開示情

報が特定秘密の指定を受けることによって、５条３号、４号にも該当することになる場合（訴

訟での不開示処分が困難になることにより、同じ不開示でも開示度は後退） 
ⅲ）これまで開示されていた情報が特定秘密に指定されることにより、５条３号、４号に該当し不

開示となる場合（開示度は明らかに後退）。たとえば、公共の安全と秩序の維持に関する情報

として、指定期間を限定しつつ特定秘密に指定される情報、たとえば原子力発電所の苛烈事故

の際の SPEEDI 情報などがこれに該当するおそれを指摘できる。 
ⅳ）秘密指定はないものの、秘密保全法の過剰反応等によって不開示となる場合（開示度が後退す

る可能性）があることも、個人情報保護法制定後の自治体の過剰反応を見る限り、無視できな

い。特に過失の漏えいまで秘密保全法が処罰しようとしている点を前提とすれば、行政機関の

職員は開示処分に臆病になり、処罰のリスクを回避するために不開示処分を連発することなど

も予想される。 
 

 秘密保全法の情報の開示に対する影響を評価する視点として、対象情報が「特定秘密」の指

定を受ける可能性があるかどうか、という観点だけでなく、情報開示の実際の運用にどのよう

な変化が予想されるか、といった観点からも評価しなければ影響を計ることはできない、と考



えた結果である。 
 そこで、今回の評価では、私たちが過去に開示請求を行った情報が、「特定秘密」の指定を

受けると思われるものを●で示すとともに、これに加えて、これまでの開示事例あるいは秘密

保全法が存在しない場合と比較して、開示度が下がる可能性の特に高いものを×で、開示度が

下がる可能性のあるものを△で示した。 
②市民オンブズの活動そのものに対する影響 

 有識者会議の報告書の記述を前提とした、秘密保全法の罰則規定の問題点は、処罰される行

為の範囲が広範というだけでなく、処罰される行為と処罰されない行為の区別も曖昧だ、とい

う点だ。この点については私たちだけでなく、日弁連はじめ多くの団体が批判している。しか

し、問題はさらに根深い。私たち市民団体にとっては、訴追されるおそれはもちろんのこと、

捜査への協力の名目で、あるいは漏えい情報を取得した第三者として捜査対象とされることも

想定されるという点だ。具体的には、情報漏えいの捜査という名のもと、捜査機関から、オン

ブズのパソコンの提供を求められ、あるいはパソコンの差押えをうける、ということを想定さ

れたい。ここで問題となるのは、捜査協力の名の下、団体のプライバシーやメンバーのプライ

バシーが侵害される危機に立つ、という点だ。私たち自身が漏えいの罪で訴追されるおそれが

あるか否かという点とともに、問題は深刻だ。 
 そこで、秘密保全法が私たちの活動に関する影響を評価するための視点として、ⅰ）私たち

自身が特定秘密の漏えいのそそのかしや特定取得行為（社会通念上是認できない方法での情報

の取得）とされる可能性のあるものを★★★で、ⅱ）私たちに情報提供した外部の第三者が漏

えいの疑いをうけ、その捜査のために私たちが保有する情報が広く捜査の対象となる可能性の

あるものを★★で示した。 
 
３ 調査結果 

 秘密保全法による影響評価については別表をご覧いただきたい。以下、顕著な影響をもたら

すと考えられるものについてコメントする。 
（１）警察に関係する活動はすべて重大な影響をうける 
ア）情報の開示 

 警察情報はこれまで、ほとんど開示されてこなかった。しかし、その中でも捜査報償費に

ついて他のほとんどの県警が年間の合計額しか開示しないなかで、一部の県警は月別の合計

金額を開示していた。また、偽名の報償費の領収証についてほとんどが存否応答拒否による

不開示決定（あるともないとも答えられないという理由による不開示）をしてくるなかで、

単純な不開示処分をしてきた県警もあった。 
 後者について言えば、同じ不開示処分であっても、存否応答拒否を理由としない場合には、

偽名の領収証が存在する、という情報が提供されていることになるから、開示請求によって

得られる情報量が多いと言える。また、不開示処分を訴訟で争う場合にも、「ペンネームに

よる領収証の開示が捜査に支障を生じさせると判断できるだけの相当の理由にあたるか」と



言う点に絞って争えば良い1。ところが、秘密保全法が制定されると、捜査報償費関係の情報

はほぼすべて特定秘密の指定を受けることが予想されるから、県警毎に異なる判断は行われ

なくなる。これまでとは情報の開示度が低下することは明らかだ。 
イ）私たちの活動への影響 

 警察の不正支出に関する調査はもとより、警察に対する情報公開請求や、私たちが中心と

なって結成した「明るい警察を実現する全国ネットワーク」の活動はほぼすべて、秘密保全

法の影響を受ける。これらの活動については、仮にそれが情報公開請求などの法が当然に許

容するものであっても、「この情報の開示を求めるのは警察内部に情報提供者がいるからだ」

などといったという口実で、捜査機関の捜査を受ける可能性があることは想定されてよい。

また、私たちが多用し、大きな成果を挙げてきた「一斉公開請求」や「情報提供１１０番」

などの活動が，特定秘密入手の「そそのかし」や「社会的に是認できない方法での情報取得

行為」であるとの言いがかりをつけられる可能性もある。 
（２）国に対する監視活動にも多大な影響 
ア）情報の開示 

 外務省の在外公館の報償費の使途に関し、外務大臣は執拗に法５条３号該当性を主張して

きた。報償費が高級ワインの購入にあてられたり、アンティーク家具の購入に充てられるな

ど、おおよそ外交とは無関係としか言えない情報についても、外交情報であると主張し続け

ている。したがって、これらのバカげた報償費の支出に関する情報ですら、特定秘密の指定

を受けることは間違いない。 
 しかも、秘密保全法の特定秘密の指定は、これまで法５条３号、４号による不開示情報だ

けに止まらない（図１参照）。たとえば、懇談会の出席者や懇談目的の情報についてはどう

だろか。かつて地方公共団体は、食糧費を用いて行った懇談の相手方情報を不開示としてき

た。裁判例をうけ、現在は条例の改正等が行われたことによって原則として食糧費を用いて

行った懇談会情報については、相手方たる公務員の氏名も開示しなければならないこととな

っている。しかし、再び、内密を要する懇談であるという理由で、国家公務員の氏名だけで

なく、地方公共団体の職員と国家公務員との懇談全体が特定秘密の指定を受ける可能性もな

いとは言えない。かつて国際博覧会の誘致に関する地方公共団体の職員と外務省の役人との

懇談について、懇談場所、懇談相手の氏名を開示すると、懇談内容が明らかになってしまい、

誘致活動が制約される、という主張を、訴訟中で地方公共団体側は行ってきた例もある。こ

の主張が、今度は特定秘密の指定の局面で用いられることも十分に予想される。そして、こ

うした事例はたとえば、オリンピックの誘致活動にも当てはまるであろうし、その他外交、

防衛と関連づけられる懇談会の情報についていえば、基地問題やオスプレイの飛行問題など、

日本全国に存在する筈だ。そうなると、地方公共団体が保有する情報中に国の活動にかかわ

る情報が含まれている場合には、これが特定秘密の指定をされることで、これまで原則開示

                                                   
1滋賀県警本部の捜査報償費の領収証のうち「ペンネームで記載された領収証」の非開示処分取消訴訟に関す

る大阪高裁平成１８年３月２９日判決は「具体的に領収書の記載、体裁に関する個別事情とこれに関する関

連事情が明確にされないかぎり」「非公開情報が記載されているか否かが不分明であ」るとして不開示処分を

取り消した。 



だった懇談会情報をはじめとする情報の原則例外が逆転することも想定の範囲内としなけ

ればならない（図１のⅲ）。 
 また、私たちの活動では、原子力発電に関する情報が「公共の秩序を害する」という理由

で、特定秘密の指定を受けることが懸念される。特に特定秘密の指定は期限を限定して行う

ことができる、という事になると、社会的なパニックを防止する、という理由を安易に用る

ことで，放射線量の予測などのデータが、本来市民が知りたい時に提供されないことが懸念

される（図１のⅳ）。 
イ）私たちの活動への影響 

 ２０００年７月に私たちが行った「国の不正支出・警察不祥事 110 番」は特定取得行為も

しくは特定秘密の漏えいのそそのかしとみなされるリスクがある。 

 官官接待の追及は、交際費ではなく、食糧費を調べなさい、という匿名の電話から始まっ

た。各地のオンブズも外部の情報提供をうけ、情報公開請求対象文書を特定していった経験

があるはずである。こうした場合に、「情報提供者の行為が秘密保全法の漏えいにあたるか

どうかを判断する」という口実で情報提供者に関わる情報の提供を求められたり、場合によ

っては情報提供者を被疑者とすることで、各地のオンブズのパソコンが押収されることも起

こり得る。このように、私たち自身が秘密保全法違反の被疑者とされない場合であっても、

国の情報を対象とする場合には、私たちの活動に対する国家によるプライバシー侵害のリス

クは高い。 
（３）地方公共団体の監視に対する影響も 
ア）情報の開示 

 地方公共団体の保有情報の多くは秘密保全法の対象情報ではない。しかし、国の情報が含

まれているものについては国によって特定秘密に指定される可能性がある。特に警察情報や

原子力関係の情報が「公共の秩序に関する情報」であるとして、国から特定秘密に指定され

る可能性は高い2。そうした場合、地方公共団体はこれらの情報を開示できなくなることは明

らかだ3。 
 加えて、地方公共団体が保有する情報に国の情報が含まれていることを前提に考えると、

地方公共団体の職員が過失による情報漏えいをおそれるあまり、情報の開示に消極的になる

ことも十分に起こり得る。 
 そして、こうした情報の開示に消極的な姿勢は、秘密保全法とはほぼ関係しない地方議会

や会派の情報の開示の要求に対しても，過剰反応や便乗といった形で悪影響を及ぼすことも

現実に予想される。情報開示に積極的でない部局が、本来適用されない民間団体の個人情報

保護法が施行されるや否やなぜか「個人情報」を口実として情報を開示しないことはこれま

                                                   
2 秘密保全法の立法過程の情報開示の結果、立法担当の内閣官房内閣情報調査室と内閣法制局との間で

特定秘密の指定権者を誰にするかについて複数回にわたって協議がなされていることが判明している。 
3 地方公共団体の条例に多くみられる「法令若しくは条例の定めるところにより、又は実施機関が法律

若しくはこれに基づく政令の規定により従う義務のある主務大臣その他国の行政機関の指示により、公

にすることができないと認められる情報」に該当するとして不開示処分をすることが考えられる。（こ

のような条文がない場合には、秘密保全法の施行にあわせて条例改正を行うことが予想される。） 



でも多くあった。そうした部局が今度は秘密の保全を口実として、制度の見直しに消極的で

あったり、情報の開示をしないことが起こらない筈はない。 
イ）私たちの活動への影響 

 地方公共団体の保有する情報に特定秘密に指定されたものも存在することからいえば、情

報提供を呼びかける活動が捜査機関の介入の可能性を生じさせる、という点は、国の情報と

同様である。また、情報開示に消極的な姿勢が、最終的には地方公共団体全体が情報開示に

消極的になることも懸念される。 
 
４ まとめ 

 秘密保全法について立法担当の内閣官房内閣情報調査室は、これによってこれまで開示して

いた情報が不開示になるものではない、と説明してきた。しかし、これが説得力を全く持たな

いことは明らかだ。また、秘密保全法は防衛、外交に関するいわば「プロ」の情報を対象とす

るものであって、地方公共団体の情報については影響しない、という認識が世の中にあるとす

れば、それも大間違いである。地方公共団体が保有する情報には国と共有する情報も多い。こ

れまでは国の判断とは別に、地方公共団体の判断で自主的に開示してきた情報4も、特定秘密に

指定されることで、いともたやすく不開示情報とすることが可能になるからである。 
 開示に対する悪影響は特定秘密に指定された情報に限らない。国、地方公共団体を問わず、

情報の開示を担当する部局すべてが過失の秘密漏えい罪に問われることをおそれ、情報の開示

に消極的になることの影響も深刻だ。情報開示の意欲を喪失させ、制度の運用を著しく後退さ

せる危険が秘密保全法には本質的に存在する。 
 次に、秘密保全法の私たちへの影響についてみるとき、秘密保全法の適性評価制度（人的管

理）の対象情報として、私たち自身の活動が政府によって調査されることについても触れなけ

ればならない。２００２年には防衛庁（当時）が市民オンブズマンによる情報開示請求をリス

ト化していた、という事件が発覚した。私たちは防衛庁長官に対し「市民オンブズマンなどに

対する防衛庁不正調査等の真相解明、再発防止策等を求める抗議書」を提出したが、秘密保全

法はかかる情報収集活動を正当化してしまう。そして、私たちの活動が政府にとって都合が悪

いと映ったとき、圧力を加えてくるおそれについては、これまで述べた通りである。 

 私たちの課題は、秘密保全法を制定させないためにはどうすべきか、という点だ。これにつ

いてはそれぞれのオンブズがこのようなアセスメントを行い、秘密保全法が制定されることの

危険性を具体的に、広く伝えていくことが有効ではないだろうか。このアセスメントは、最悪

の想定がまだまだ甘い、という評価を受けるかもしれない。それでも、私たちの活動のほとん

どが政府によって監視され、警察や国にかかわる多くの活動に対して政府による弾圧の危険性

を予想することはできるのだ。 

 これまでの活動を振り返り、秘密保全法のもたらす危険性を発することで、各地のオンブズ

とともに秘密保全法の制定を阻止することを呼びかけ、まとめとしたい。 

（了） 

                                                   
4愛知万博に関する博覧会協会での議事録や配布資料を、博覧会を所管する国は開示していなかったが、

実施主体である愛知県は一部の議事録を県民の閲覧に供する運用をしていた。 
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過
去
2
0
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秘
密
保
全
法
ア
セ
ス
メ
ン
ト

年
月
日

内
容

特
定
秘
密

指
定

開
示
度

備
考

程
度

理
由

1
9
9
4
年

1
9
9
5
年

4
/
2
5

食
糧
費
に
つ
い
て
の
第
1
回
全
国
一
斉
情
報
公
開
請
求
実
施

●
×

懇
談
や
懇
談
会
の
相

手
方
国
家
公
務
員
の

氏
名
の
指
定
な
ら
び

に
不
開
示

★
★

相
手
方
国
家
公
務
員
情

報
に
つ
い
て
の
情
報
提
供

者
が
い
る
か
ど
う
か
が
捜

査
の
対
象
に

7
/
2
9
～
3
0

「
第
二
回
全
国
市
民
オ
ン
ブ
ズ
マ
ン
大
会
」

申
入
書
を
4
7
都
道
府
県
・
1
2
政
令
指
定
都
市
首
長
宛
郵
送

8
/
2

大
蔵
省
・
自
治
省
訪
問
。
官
官
接
待
の
根
絶
を
求
め
る
申
し
入
れ
。
同
時
に
「
名
古

屋
宣
言
」
と
質
問
書
を
2
0
省
庁
大
臣
宛
郵
送

　
8
/
1
0
 

4
7
都
道
府
県
と
1
2
政
令
指
定
都
市
首
長
宛
に
実
態
調
査
申
し
入
れ

9
/
1

官
官
接
待
根
絶
に
つ
い
て
村
山
首
相
宛
申
入
書
を
発
送

1
0
/
1
8

い
く
つ
か
の
県
の
食
糧
費
の
支
出
に
つ
い
て
監
査
請
求
の
要
請
。
「
怪
し
げ
な
県
」

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
。

1
0
/
2
5

東
京
事
務
所
9
5
年
度
の
全
国
一
斉
需
用
費
公
開
請
求
（
4
0
都
道
府
県
参
加
）
→
以

後
毎
月
2
5
日
を
「
情
報
公
開
の
日
」
と
し
て
東
京
事
務
所
の
需
用
費
の
公
開
請
求
を

呼
び
か
け
。

●
×

懇
談
や
懇
談
会
の
相

手
方
の
不
開
示

★
★
★

相
手
方
国
家
公
務
員
情

報
に
対
す
る
特
定
取
得
行

為
と
さ
れ
る
可
能
性

　
1
1
/
2
7

2
0
の
自
治
体
に
対
し
、
下
水
道
談
合
一
斉
住
民
監
査
請
求
。

1
2
/
1

「
官
官
接
待
」
が
流
行
語
ベ
ス
ト
テ
ン
に
選
出
、
表
彰
さ
れ
る
。

　
1
2
/
9
　

自
治
体
の
カ
ラ
出
張
追
及
を
決
定
。

1
2
/
2
9

情
報
公
開
法
に
つ
い
て
各
地
か
ら
の
ア
ピ
ー
ル
を
要
請
。

1
9
9
6
年

1
/
2
5

全
国
一
斉
情
報
公
開
請
求
：
監
査
事
務
局
の
出
張
に
関
す
る
情
報
公
開
請
求
「
監

査
・
監
査
」
（
4
0
都
道
府
県
で
実
施
）
。

●
×

警
察
に
対
す
る
監
査

の
情
報
が
特
定
秘
密

と
さ
れ
る
可
能
性
ア
リ
★
★

カ
ラ
出
張
の
情
報
提
供
者

へ
の
捜
査
の
名
目
で
の

介
入
の
お
そ
れ

2
/
1
　

総
務
庁
行
革
委
員
会
行
政
情
報
公
開
部
会
宛
質
問
書
提
出

2
/
1
9
～

下
水
道
談
合
に
関
し
、
全
国
一
斉
住
民
訴
訟
提
訴
週
間
。

3
/
1
5
　

民
訴
法
改
正
に
つ
い
て
日
弁
連
理
事
会
申
し
入
れ

5
/
1

民
訴
法
の
文
書
提
出
義
務
の
改
悪
案
反
対
ア
ピ
ー
ル
の
呼
び
か
け

　
5
/
1
6
　

「
情
報
隠
し
を
許
さ
な
い
民
訴
法
改
正
案
の
修
正
を
求
め
る
緊
急
要
請
集
会
」
（
参

議
院
議
員
宿
舎
）
→
東
京
、
大
阪
の
Ｈ
ＩＶ
訴
訟
弁
護
団
ら
の
団
体
と
共
同
ア
ピ
ー

ル
。
市
民
約
1
0
0
名
、
国
会
議
員
1
4
名
参
加

　
5
/
2
4
　

行
革
委
員
会
に
情
報
公
開
法
に
関
す
る
意
見
書
提
出

5
/
2
5
　

→
民
訴
法
改
正
案
の
修
正
を
求
め
、
法
務
委
員
宛
電
報
に
よ
る
意
見
表
明
。

　
6
/
7
　

カ
ラ
出
張
に
つ
い
て
、
最
高
検
へ
の
捜
査
申
し
入
れ
。
情
報
公
開
法
に
関
し
、
行
革

委
員
会
の
ヒ
ヤ
リ
ン
グ
で
意
見
陳
述
。

7
/
1
1

群
馬
県
知
事
宛
に
カ
ラ
出
張
の
調
査
要
求
（
前
橋
市
）
。

7
/
1
8
　

カ
ラ
出
張
疑
惑
で
1
1
道
府
県
に
質
問
状
送
付

7
/
2
7
～
2
8

第
三
回
市
民
オ
ン
ブ
ズ
マ
ン
全
国
大
会
（
高
知
）

1
0
/
1
6

全
国
一
斉
情
報
公
開
請
求
情
報
公
開
度
ラ
ン
キ
ン
グ
の
調
査
の
た
め
土
木
部
管

理
課
の
9
2
年
～
9
6
年
の
各
3
月
の
食
糧
費
の
支
出
な
ら
び
に
各
1
月
の
旅
費
の
支

出
（
政
令
市
に
つ
い
て
は
人
事
管
理
室
）
。
4
1
都
道
府
県
で
実
施

●
×

懇
談
や
懇
談
会
の
相

手
方
の
国
家
公
務
員

の
情
報
が
特
定
秘
密
★
★

カ
ラ
出
張
の
情
報
提
供
者

の
捜
査
の
名
目

1
1
/
2
6

行
革
委
に
対
し
、
情
報
公
開
法
要
綱
案
に
対
す
る
意
見
書
提
出
。

①
情
報
の
開
示
へ
の
影
響

②
活
動
に
対
す
る
影
響
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オ
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ブ
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過
去
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0
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秘
密
保
全
法
ア
セ
ス
メ
ン
ト

年
月
日

内
容

特
定
秘
密

指
定

開
示
度

備
考

程
度

理
由

1
9
9
7
年

2
/
3

情
報
公
開
度
ラ
ン
キ
ン
グ
の
発
表

4
/
７

公
共
工
事
と
水
道
メ
ー
タ
ー
に
つ
い
て
の
全
国
一
斉
情
報
公
開
請
求
公
共
工
事
に

つ
い
て
は
、
9
5
年
、
9
6
年
度
の
都
道
府
県
発
注
の
落
札
価
格
１
億
以
上
の
も
の
、

水
道
メ
ー
タ
ー
に
つ
い
て
は
県
庁
所
在
地
の
自
治
体
に
対
し
。

△
過
剰
反
応
で
情
報
開

示
度
が
低
く
な
る
。

4
/
1
1

食
糧
費
削
減
に
つ
い
て
各
自
治
体
に
申
し
入
れ
。

4
/
2
5

議
員
の
海
外
視
察
に
つ
い
て
の
全
国
一
斉
情
報
公
開
請
求
と
議
会
宛
公
開
申
し

入
れ

△
過
剰
反
応
で
情
報
開

示
度
が
低
く
な
る
。

7
/
2
0
～
2
1

第
四
回
市
民
オ
ン
ブ
ズ
マ
ン
全
国
大
会
（
福
岡
市
）

7
下
旬
　

第
四
回
大
会
で
の
情
報
公
開
法
に
関
す
る
決
議
を
総
務
庁
へ
発
送

8
/
3
1

第
四
回
大
会
宣
言
と
「
入
札
制
度
の
改
善
並
び
に
議
会
を
情
報
公
開
の
実
施
機
関

と
す
る
条
例
改
正
を
求
め
る
要
請
書
」
を
4
7
都
道
府
県
知
事
と
1
2
政
令
指
定
都
市

市
長
へ
発
送

1
0
/
2
7

第
二
回
情
報
公
開
度
ラ
ン
キ
ン
グ
の
調
査
の
た
め
の
全
国
一
斉
情
報
公
開
請
求

1
9
9
8
年

1
/
2
6
　

情
報
公
開
法
政
府
原
案
に
対
す
る
意
見
書
「
黙
っ
て
い
る
わ
け
に
は
い
か
な
い
！
』

1
/
3
0

民
訴
法
文
書
提
出
義
務
法
務
省
案
に
対
す
る
意
見
書
提
出

2
/
2
3

第
二
回
情
報
公
開
度
ラ
ン
キ
ン
グ
発
表

　
3
/
2
0

市
民
オ
ン
ブ
ズ
マ
ン
版
「
公
務
員
倫
理
法
案
要
綱
」
発
表

　
3
/
2
0

同
日
４
７
都
道
府
県
知
事
宛
に
予
定
価
格
の
事
後
開
示
に
つ
い
て
の
申
し
入
れ
と

　
4
/
2
4

議
会
情
報
に
つ
い
て
の
一
斉
情
報
公
開
請
求
と
議
長
宛
に
情
報
開
示
の
一
斉
申

し
入
れ

△
情
報
公
開
の
充
実
に

対
す
る
姿
勢
が
減
退
。

　
5
/
2
7
　

衆
議
院
内
閣
委
員
会
の
情
報
公
開
法
の
審
議
で
、
全
国
市
民
オ
ン
ブ
ズ
マ
ン
連
絡

会
議
を
代
表
し
て
高
橋
利
明
代
表
幹
事
が
参
考
人
と
し
て
意
見
陳
述

8
/
2
2
～
2
3

第
五
回
市
民
オ
ン
ブ
ズ
マ
ン
全
国
大
会
（
大
阪
府
高
石
市
）

４
６
都
道
府
県
の
「
不
正
支
出
問
題
の
自
主
調
査
」
の
調
査
と
り
ま
と
め

　
8
/
2
6

全
国
議
長
会
宛
議
員
の
軟
式
野
球
大
会
と
り
や
め
の
申
し
入
れ
（
2
7
日
ま
で
に
各

都
道
府
県
議
会
議
長
宛
申
し
入
れ
を
全
国
市
民
オ
ン
ブ
ズ
マ
ン
連
絡
会
議
と
各
地

の
市
民
オ
ン
ブ
ズ
マ
ン
と
で
協
同
で
実
施
す
る
よ
う
呼
び
か
け
）

　
8
/
下
旬
～

各
地
の
グ
ル
ー
プ
で
条
例
未
制
定
自
治
体
に
対
し
、
条
例
制
定
を
呼
び
か
け
（
『
お

下
が
り
民
主
主
義
を
脱
却
し
て
主
体
的
民
主
主
義
へ
』
）
。

△
情
報
公
開
の
充
実
に

対
す
る
姿
勢
が
減
退
。

8
/
下
旬
～

各
地
の
国
会
議
員
宛
に
情
報
公
開
法
制
定
に
向
け
た
要
請
行
動
を
呼
び
か
け

（
『
要
望
書
（
案
）
』
）
。

△
情
報
公
開
の
充
実
に

対
す
る
姿
勢
が
減
退
。

　
　
9
/
2
3
　

情
報
公
開
法
に
関
す
る
依
頼
と
ア
ン
ケ
ー
ト
を
全
国
会
議
員
宛
に
送
付
。

△
情
報
公
開
の
充
実
に

対
す
る
姿
勢
が
減
退
。

　
　
9
/
2
9

情
報
公
開
法
に
つ
い
て
、
4
名
の
衆
議
院
議
員
宛
の
要
請
書
提
出
。

△
情
報
公
開
の
充
実
に

対
す
る
姿
勢
が
減
退
。

1
0
/
2
6
　

建
設
大
臣
官
房
技
術
調
査
室
か
ら
「
ア
カ
ウ
ン
タ
ビ
リ
テ
ィ
向
上
委
員
会
」
の
ヒ
ヤ
リ

ン
グ
調
査
の
要
請
。
→
高
知
・
三
重
・
大
阪
・
奈
良
・
島
根
の
各
グ
ル
ー
プ
が
実
施
。

1
1
/
1
1

第
3
回
情
報
公
開
度
ラ
ン
キ
ン
グ
の
調
査
の
た
め
の
一
斉
情
報
公
開
請
求

1
1
/
1
8
　
　

入
札
結
果
調
書
と
予
定
価
格
調
書
の
全
国
一
斉
情
報
公
開
請
求

△
情
報
公
開
の
充
実
に

対
す
る
姿
勢
が
減
退
。
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オ
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過
去
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秘
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保
全
法
ア
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メ
ン
ト

年
月
日

内
容

特
定
秘
密

指
定

開
示
度

備
考

程
度

理
由

1
2
/
2

日
弁
連
情
報
公
開
法
に
つ
い
て
の
市
民
集
会
参
加
・
当
日
天
下
り
情
報
に
つ
い
て

の
霞
ヶ
関
ツ
ア
ー
参
加
・
発
表
・
情
報
公
開
法
に
つ
い
て
の
議
員
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果

発
表

1
9
9
9
年

2
/
1
6
　

情
報
公
開
法
案
の
参
議
院
で
の
修
正
を
求
め
て
要
望
書
を
提
出

　
3
/
3
　

第
3
回
情
報
公
開
度
ラ
ン
キ
ン
グ
の
発
表

3
/
1
8
　

「
塩
漬
け
土
地
」
の
一
斉
公
開
請
求

△
情
報
公
開
の
充
実
に

対
す
る
姿
勢
が
減
退
。

5
/
1
3
　

県
議
会
各
会
派
の
調
査
研
究
費
の
支
出
に
つ
い
て
の
全
国
一
斉
情
報
公
開
請
求

△
情
報
公
開
の
充
実
に

対
す
る
姿
勢
が
減
退
。

7
/
3
1
～
8
/
1

第
６
回
市
民
オ
ン
ブ
ズ
マ
ン
全
国
大
会
（
神
奈
川
）

9
/
2
3

拡
大
幹
事
会
で
「
塩
漬
け
土
地
問
題
」
「
談
合
対
策
問
題
」
「
第
三
セ
ク
タ
ー
問
題
」

「
情
報
公
開
」
の
各
専
門
委
員
会
の
設
置
が
決
定
さ
れ
る
。

1
0
/
1
9

特
殊
法
人
の
情
報
公
開
制
度
の
総
務
省
の
ヒ
ヤ
リ
ン
グ
に
出
席
（
井
上
、
奥
田
、
高

橋
、
大
川
、
秋
田
）

　
1
1
/
1
1

第
4
回
情
報
公
開
度
ラ
ン
キ
ン
グ
調
査
の
た
め
の
一
斉
情
報
公
開
請
求

1
2
/
2
0
　

情
報
公
開
法
法
律
施
行
令
案
に
対
す
る
意
見
書
を
総
務
省
に
提
出

2
0
0
0
年

　
1
/
1
1

東
京
弁
護
士
会
か
ら
人
権
賞
受
賞
。
表
彰
式
（
東
京
弁
護
士
会
館
）

　
4
/
4

警
察
刷
新
会
議
に
提
案
書
提
出

7
/
8
～
9

国
の
不
正
支
出
・
警
察
不
祥
事
1
1
0
番
実
施

★
★
★

特
定
秘
密
の
漏
え
い
の
そ

そ
の
か
し
、
あ
る
い
は
特

定
取
得
行
為

　
8
/
1
9
～
2
0
　
第
７
回
全
国
市
民
オ
ン
ブ
ズ
マ
ン
連
絡
会
議
東
京
大
会

～
9
月

都
道
府
県
・
政
令
指
定
都
市
・
中
核
市
へ
送
付
執
行

9
/
5
　

「
政
務
調
査
費
に
関
す
る
申
入
書
」
を
全
国
都
道
府
県
議
会
議
長
会
へ
申
し
入
れ

　
1
1
/
1
5
　

「
第
5
回
情
報
公
開
度
ラ
ン
キ
ン
グ
に
つ
い
て
の
申
入
書
」
を
都
道
府
県
知
事
、
政

令
指
定
都
市
市
長
宛
に
発
送
。

情
報
公
開
度
ラ
ン
キ
ン
グ
調
査
で
初
め
て
、
ラ
ン
キ
ン
グ
対
象
情
報
と
し
た
趣
旨
を

説
明
し
、
情
報
の
公
開
を
求
め
る
。

　
1
1
/
1
7

第
5
回
情
報
公
開
度
ラ
ン
キ
ン
グ
調
査
の
た
め
の
全
国
一
斉
請
求
（
同
日
は
4
1
都

道
県
、
1
1
政
令
市
、
7
市
で
実
施
）

2
0
0
1
年

2
/
2
5

「
弁
護
士
費
用
の
敗
訴
者
負
担
制
度
の
導
入
に
反
対
す
る
」
決
議
。
「
弁
護
士
費
用

敗
訴
者
負
担
に
反
対
す
る
連
絡
会
」
に
加
盟

3
/
1
0

「
弁
護
士
費
用
敗
訴
者
負
担
反
対
集
会
」
に
参
加

　
3
/
2
4

第
5
回
情
報
公
開
度
ラ
ン
キ
ン
グ
発
表

3
/
2
7

情
報
公
開
市
民
セ
ン
タ
ー
N
P
O
法
人
と
し
て
設
立
さ
れ
る

　
4
/
2
　

情
報
公
開
法
施
行
初
日
・
各
地
の
グ
ル
ー
プ
と
市
民
セ
ン
タ
ー
で
一
斉
に
情
報
公

開
請
求

★
★

開
示
対
象
情
報
の
選
定

に
対
し
て
、
部
内
か
ら
の

情
報
提
供
の
有
無
に
つ

い
て
捜
査
の
対
象
と
な
る



全
国
オ
ン
ブ
ズ
　
過
去
2
0
年
　
秘
密
保
全
法
ア
セ
ス
メ
ン
ト

年
月
日

内
容

特
定
秘
密

指
定

開
示
度

備
考

程
度

理
由

4
/
2

「
住
民
訴
訟
を
骨
抜
き
に
し
、
住
民
の
行
政
監
視
権
を
奪
う
地
方
自
治
法
改
悪
に
反

対
す
る
意
見
書
」
発
表
。

　
4
/
1
0

地
方
自
治
法
改
悪
問
題
に
つ
い
て
、
日
弁
連
に
提
言

4
/
2
2

拡
大
幹
事
会
（
名
古
屋
）
「
情
報
公
開
法
を
利
用
し
た
市
民
団
体
相
互
の
情
報
の
共

有
化
」
呼
び
か
け

6
/
1
5
　

情
報
公
開
市
民
セ
ン
タ
ー
外
務
省
報
償
費
文
書
の
不
開
示
処
分
の
取
消
訴
訟
提

起
（
東
京
地
裁
）

●
開
示
度
に

は
変
化
な
し

特
定
秘
密
指
定
（
た
だ

し
、
現
在
で
も
報
償
費

は
３
号
で
不
開
示
）

　
6
/
2
9

情
報
公
開
市
民
セ
ン
タ
ー
総
務
省
に
対
し
、
諸
謝
金
の
不
開
示
処
分
に
対
し
て
異

議
申
し
立
て

●
×

特
定
秘
密
指
定
（
不
開

示
範
囲
拡
大
）

　
8
/
4
～
5
　

第
8
回
全
国
市
民
オ
ン
ブ
ズ
マ
ン
連
絡
会
議
京
都
大
会

～
9
月

都
道
府
県
・
政
令
指
定
都
市
・
中
核
市
へ
送
付
執
行

1
0
/
1

環
境
行
政
フ
ォ
ー
ラ
ム
が
主
宰
の
住
民
訴
訟
制
度
の
改
悪
に
反
対
す
る
集
会
に
参

加
（
於
：
参
議
院
議
員
会
館
）
→
以
後
、
住
民
訴
訟
制
度
改
悪
に
反
対
す
る
運
動
を

継
続
的
に
行
う
。

1
0
/
1
8

→
資
料
「
住
民
訴
訟
は
ど
ん
な
役
割
を
果
た
し
て
き
た
か
」
作
成

　
1
0
/
1
9
　

「
新
国
家
機
密
法
案
に
反
対
す
る
声
明
」
を
情
報
公
開
市
民
セ
ン
タ
ー
と
連
名
で
提

1
1
/
1
5

第
6
回
情
報
公
開
度
ラ
ン
キ
ン
グ
の
た
め
の
一
斉
情
報
公
開
請
求

2
0
0
2
年
　
1
/
2
7

「
包
括
外
部
監
査
道
場
」
を
日
光
で
開
催
。

3
/
2
0

第
６
回
情
報
公
開
度
ラ
ン
キ
ン
グ
発
表

4
/
8

内
閣
府
の
司
法
制
度
改
革
推
進
本
部
で
意
見
陳
述
。

(1
)納
税
者
訴
訟
の
要
求
、
(2
)行
政
訴
訟
の
管
轄
、
(3
)原
告
適
格
、
(4
)弁
護
士
費

用
敗
訴
者
負
担
反
対
、
を
柱
に
。

4
月

包
括
外
部
監
査
を
担
当
す
る
監
査
人
宛
に
テ
ー
マ
選
定
に
つ
い
て
の
要
望
書
を
各

地
で
提
出

　
6
/
4

情
報
公
開
請
求
者
の
請
求
者
リ
ス
ト
問
題
で
、
防
衛
庁
長
官
に
対
し
「
市
民
オ
ン
ブ

ズ
マ
ン
な
ど
に
対
す
る
防
衛
庁
不
正
調
査
等
の
真
相
解
明
、
再
発
防
止
策
等
を
求

め
る
抗
議
書
」
を
提
出
。

★
★

請
求
者
リ
ス
ト
の
存
在
を

ど
の
よ
う
に
知
っ
た
か
、
に

つ
い
て
調
査
対
象

７
月
～

個
人
情
報
に
つ
い
て
の
ア
ク
セ
ス
ロ
グ
の
調
査
を
全
国
の
オ
ン
ブ
ズ
に
呼
び
か
け
。

　
9
/
9

2
0
0
1
年
度
包
括
外
部
監
査
の
通
信
簿
発
表
（
東
京
）

　
9
/
1
3

「
政
務
調
査
費
の
透
明
度
調
査
と
議
会
に
対
す
る
監
査
の
状
況
」
発
表

9
/
1
4
,1
5

第
9
回
全
国
市
民
オ
ン
ブ
ズ
マ
ン
栃
木
大
会
（
宇
都
宮
) 

外
務
省
の
移
送
申
し
立
て
の
棄
却
を
求
め
る
決
議
・
国
レ
ベ
ル
で
の
住
民
訴
訟
制

度
の
創
設
を
求
め
る
決
議

9
/
2
7

都
道
府
県
・
政
令
指
定
都
市
・
県
庁
所
在
地
市
、
栃
木
県
・
水
資
源
開
発
公
団
・
国

土
交
通
省
、
最
高
裁
判
所
、
内
閣
総
理
大
臣
に
そ
れ
ぞ
れ
送
付
執
行

1
0
/
2

最
高
裁
長
官
交
際
費
に
つ
い
て
の
公
開
質
問
状
を
最
高
裁
に
送
付
。

1
2
/
1

「
弁
護
士
費
用
敗
訴
者
負
担
制
度
の
導
入
に
反
対
す
る
ア
ピ
ー
ル
」

1
2
/
1
0

第
7
回
情
報
公
開
度
ラ
ン
キ
ン
グ
一
斉
請
求

2
0
0
3
年



全
国
オ
ン
ブ
ズ
　
過
去
2
0
年
　
秘
密
保
全
法
ア
セ
ス
メ
ン
ト

年
月
日

内
容

特
定
秘
密

指
定

開
示
度

備
考

程
度

理
由

3
/
2
7

第
7
回
情
報
公
開
度
ラ
ン
キ
ン
グ
発
表

8
/
2
7

議
会
透
明
度
ラ
ン
キ
ン
グ
発
表

8
/
2
8

 包
括
外
部
監
査
の
通
信
簿
2
0
0
2
年
度
版
発
表

8
/
2
9

全
国
（
都
道
府
県
・
政
令
市
・
県
庁
所
在
地
市
）
落
札
率
調
査
発
表

8
/
3
0
-
3
1

第
1
0
回
全
国
市
民
オ
ン
ブ
ズ
マ
ン
大
会
in
仙
台
開
催

1
0
/
2
1

会
計
検
査
院
に
「
審
査
要
求
書
」
を
提
出

★
★

情
報
提
供
者
の
有
無
当

が
調
査
対
象

1
1
/
1
8

第
8
回
情
報
公
開
度
ラ
ン
キ
ン
グ
一
斉
請
求
し
ま
し
た
。

1
2
/
1
8
 

1
0
/
2
1
付
け
で
会
計
検
査
院
に
提
出
し
た
「
審
査
要
求
書
」
却
下

2
0
0
4
年
3
/
1
9

第
8
回
情
報
公
開
度
ラ
ン
キ
ン
グ
発
表

3
/
3
1

警
察
庁
・
各
管
区
警
察
局
に
対
し
、
9
8
年
度
分
の
捜
査
費
に
関
す
る
情
報
公
開
請

求
●

開
示
度
に

は
変
化
な
し
現
在
で
も
４
号
不
開
示
★
★
★
ま

た
は
★
★

一
斉
請
求
と
い
う
手
法

が
、
捜
査
費
情
報
の
提
供

を
促
す
と
し
て
特
定
取
得

行
為
と
さ
れ
る
疑
い
。
ま

た
は
、
情
報
提
供
者
に
対

す
る
調
査
名
目
で
の
介
入

4
/
7

全
都
道
府
県
警
察
本
部
に
対
し
、
捜
査
費
（
国
費
・
県
費
）
の
一
斉
情
報
公
開
請
求

●
×

月
別
合
計
額
の
み
開

示
し
て
い
た
と
こ
ろ
も

不
開
示
へ

★
★
★
ま

た
は
★
★

一
斉
請
求
と
い
う
手
法

が
、
捜
査
費
情
報
の
提
供

を
促
す
と
し
て
特
定
取
得

行
為
と
さ
れ
る
疑
い
。
ま

た
は
、
情
報
提
供
者
に
対

す
る
調
査
名
目
で
の
介
入

5
/
2
6

「
情
報
公
開
法
の
制
度
運
用
に
関
す
る
検
討
会
」
ヒ
ア
リ
ン
グ
（
総
務
省
主
催
）
に
参

加
（
新
海
聡
事
務
局
長
、
高
橋
利
明
市
民
セ
ン
タ
ー
理
事
長
、
黒
田
達
郎
市
民
セ
ン

タ
ー
事
務
局
長
）

6
/
7

全
都
道
府
県
警
察
本
部
に
対
し
、
捜
査
費
（
国
費
・
県
費
）
「
偽
名
領
収
書
」
一
斉
情

報
公
開
請
求

●
×

不
開
示
決
定
し
て
い
た

と
こ
ろ
も
存
否
応
答
拒

否
へ

★
★
★
ま

た
は
★
★

一
斉
請
求
と
い
う
手
法

が
、
捜
査
費
情
報
の
提
供

を
促
す
と
し
て
特
定
取
得

行
為
と
さ
れ
る
疑
い
。
ま

た
は
、
情
報
提
供
者
に
対

す
る
調
査
名
目
で
の
介
入

7
/
1

全
都
道
府
県
警
察
本
部
に
対
し
、
捜
査
費
（
国
費
・
県
費
）
「
自
主
調
査
」
一
斉
情
報

公
開
請
求

●
×

月
別
合
計
額
の
み
開

示
し
て
い
た
と
こ
ろ
も

不
開
示
へ

★
★
★
ま

た
は
★
★

一
斉
請
求
と
い
う
手
法

が
、
捜
査
費
情
報
の
提
供

を
促
す
と
し
て
特
定
取
得

行
為
と
さ
れ
る
疑
い
。
ま

た
は
、
情
報
提
供
者
に
対

す
る
調
査
名
目
で
の
介
入

7
/
2

「
O
E
C
D
外
国
公
務
員
贈
賄
防
止
条
約
に
関
す
る
訪
日
審
査
ミ
ッ
シ
ョ
ン
」
に
参
加

（
高
橋
利
明
市
民
セ
ン
タ
ー
理
事
長
）

8
/
2
5

包
括
外
部
監
査
通
信
簿
2
0
0
3
年
度
版
発
表
（
大
阪
市
）



全
国
オ
ン
ブ
ズ
　
過
去
2
0
年
　
秘
密
保
全
法
ア
セ
ス
メ
ン
ト

年
月
日

内
容

特
定
秘
密

指
定

開
示
度

備
考

程
度

理
由

　
8
/
2
8
-
2
9

第
1
1
回
全
国
市
民
オ
ン
ブ
ズ
マ
ン
大
会
in
函
館
開
催

★
★
★
ま

た
は
★
★

警
察
不
祥
事
を
テ
ー
マ
と

し
た
大
会
開
催
が
、
捜
査

費
情
報
の
提
供
を
促
す
と

し
て
特
定
取
得
行
為
と
さ

れ
る
疑
い
。
ま
た
は
、
情

報
提
供
者
に
対
す
る
調
査

名
目
で
の
介
入

9
/
1
0

八
ッ
場
ダ
ム
１
都
５
県
（
東
京
、
埼
玉
、
千
葉
、
茨
城
、
栃
木
、
群
馬
）
一
斉
住
民
監

査
請
求

9
/
1
2

「
八
ッ
場
ダ
ム
を
ス
ト
ッ
プ
さ
せ
る
市
民
連
絡
会
」
大
集
会
（
東
京
）

1
0
/
2
3

「
明
る
い
警
察
を
実
現
す
る
全
国
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」
結
成

★
★
★
ま

た
は
★
★

情
報
提
供
の
呼
び
か
け

が
特
定
取
得
行
為
と
さ
れ

る
可
能
性
。
ま
た
、
情
報

提
供
者
に
対
す
る
捜
査
名

目
で
の
介
入
の
可
能
性
。

1
1
/
2
9

第
9
回
情
報
公
開
度
ラ
ン
キ
ン
グ
の
た
め
の
一
斉
情
報
公
開
請
求

1
2
/
5

 「
八
ッ
場
ダ
ム
を
ス
ト
ッ
プ
さ
せ
る
市
民
連
絡
会
」
住
民
訴
訟
ス
タ
ー
ト
集
会
（
東
京
）

2
0
0
5
年
3
/
1
8
 

第
９
回
情
報
公
開
度
ラ
ン
キ
ン
グ
発
表

9
/
1
0
-
1
1

第
1
2
回
全
国
市
民
オ
ン
ブ
ズ
マ
ン
別
府
大
会
も
っ
と
広
げ
よ
う
、
情
報
公
開
！
～
あ

の
手
こ
の
手
の
公
金
横
領
・
不
正
支
出
に
ス
ト
ッ
プ
を
～
 

1
1
/
2
5

第
1
0
回
情
報
公
開
度
ラ
ン
キ
ン
グ
の
た
め
の
一
斉
情
報
公
開
請
求

2
0
0
6
年

　
7
/
1
4

橋
梁
談
合
に
関
し
、
北
海
道
・
東
北
オ
ン
ブ
ズ
マ
ン
市
民
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が
一
斉
住

民
監
査
請
求

9
/
1

包
括
外
部
監
査
通
信
簿
2
0
0
5
年
度
版
発
表
（
愛
知
県
弁
護
士
会
）

9
/
1
6
-
1
7

第
１
３
回
全
国
市
民
オ
ン
ブ
ズ
マ
ン
福
岡
大
会

1
0
/
2
2

第
２
回
「
警
察
官
の
た
め
の
な
ん
で
も
電
話
相
談
」
明
る
い
警
察
を
実
現
す
る
全
国

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が
全
国
６
カ
所
で
開
催

★
★
★
ま

た
は
★
★

情
報
提
供
の
呼
び
か
け

が
特
定
取
得
行
為
と
さ
れ

る
可
能
性
。
ま
た
、
情
報

提
供
者
に
対
す
る
捜
査
名

目
で
の
介
入
の
可
能
性
。

　
1
0
/
2
9

「
在
外
公
館
報
償
費
一
斉
情
報
公
開
請
求
」
の
呼
び
か
け

●
開
示
度
に

は
変
化
な
し

特
定
秘
密
指
定
（
た
だ

し
、
現
在
で
も
報
償
費

は
３
号
で
不
開
示
）

1
1
/
1
7

第
1
1
回
情
報
公
開
度
ラ
ン
キ
ン
グ
の
た
め
の
一
斉
情
報
公
開
請
求

1
2
/
7

全
国
知
事
会
「
第
2
回
公
共
調
達
に
関
す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
」
の
ヒ
ア
リ
ン
グ

に
、
大
川
隆
司
・
談
合
分
科
会
座
長
が
出
席

2
0
0
7
年
　
3
/
9

衆
議
院
赤
坂
宿
舎
に
関
す
る
議
員
ア
ン
ケ
ー
ト
各
議
員
控
え
室
に
持
参

3
/
1
6

 第
1
1
回
情
報
公
開
度
ラ
ン
キ
ン
グ
発
表
（
東
京
星
陵
会
館
）



全
国
オ
ン
ブ
ズ
　
過
去
2
0
年
　
秘
密
保
全
法
ア
セ
ス
メ
ン
ト

年
月
日

内
容

特
定
秘
密

指
定

開
示
度

備
考

程
度

理
由

3
/
2
9

 衆
議
院
赤
坂
宿
舎
に
関
す
る
議
員
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
発
表
（
東
京
弁
護
士
会
館
）

 6
/
6

政
務
調
査
費
４
７
都
道
府
県
議
・
１
７
政
令
市
議
・
３
５
中
核
市
議
全
員
ア
ン
ケ
ー
ト

順
次
発
送

9
/
3
 

包
括
外
部
監
査
通
信
簿
2
0
0
6
年
度
版
発
表
（
愛
知
県
弁
護
士
会
）

9
/
1
5
-
1
6

第
１
４
回
全
国
市
民
オ
ン
ブ
ズ
マ
ン
山
形
大
会

　
1
1
/
1
1
-
1
2
包
括
外
部
監
査
セ
ミ
ナ
ー
（
奈
良
県
明
日
香
村
）

　
1
1
/
1
7

『
立
川
署
ス
ト
ー
カ
ー
殺
人
事
件
に
見
る
日
本
の
警
察
の
い
ま
』
明
る
い
警
察
を
実

現
す
る
全
国
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
主
催
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
(東
京
)

★
★
★
ま

た
は
★
★

情
報
提
供
の
呼
び
か
け

が
特
定
取
得
行
為
と
さ
れ

る
可
能
性
。
ま
た
、
情
報

提
供
者
に
対
す
る
捜
査
名

目
で
の
介
入
の
可
能
性
。

1
1
/
2
2

第
1
2
回
情
報
公
開
度
ラ
ン
キ
ン
グ
の
た
め
の
一
斉
情
報
公
開
請
求

2
0
0
8
年
3
/
2
1

 第
1
2
回
情
報
公
開
度
ラ
ン
キ
ン
グ
発
表

　
6
/
1
6
-

議
会
費
用
弁
償
に
関
し
、
北
海
道
・
東
北
オ
ン
ブ
ズ
マ
ン
市
民
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が
一

斉
住
民
監
査
請
求

 8
/
2
7

包
括
外
部
監
査
通
信
簿
2
0
0
7
年
度
版
発
表
（
名
古
屋
市
）

8
/
3
0
-
3
1

第
１
５
回
全
国
市
民
オ
ン
ブ
ズ
マ
ン
千
葉
大
会

1
0
/
3
0

包
括
外
部
監
査
実
施
自
治
体
に
対
し
て
「
措
置
対
応
」
ア
ン
ケ
ー
ト
送
付

1
1
/
9

会
計
検
査
委
員
が
指
摘
し
た
自
治
体
裏
金
問
題
に
つ
い
て
の
一
斉
追
及
の
呼
び

2
0
0
9
年

1
/
2
4

各
地
元
情
報
公
開
度
ラ
ン
キ
ン
グ
の
た
め
の
一
斉
情
報
公
開
の
呼
び
か
け

3
/
1
4

滋
賀
県
行
政
委
員
月
額
報
酬
「
違
法
」
を
受
け
、
各
地
で
の
調
査
追
及
の
呼
び
か

札
幌
市
議
費
用
弁
償
全
額
返
還
命
令
を
受
け
、
各
地
で
の
追
及
の
呼
び
か
け

5
/
1
0

情
報
公
開
市
民
セ
ン
タ
ー
か
ら
、
外
務
省
報
償
費
に
関
す
る
一
斉
異
議
申
し
立
て

の
呼
び
か
け

●
開
示
度
に

は
変
化
な
し

特
定
秘
密
指
定
（
た
だ

し
、
現
在
で
も
報
償
費

は
３
号
で
不
開
示
）

　
5
/
2
5
-

道
路
特
定
財
源
に
関
し
、
各
オ
ン
ブ
ズ
か
ら
４
７
都
道
府
県
・
１
８
政
令
市
に
調
査
依

頼
送
付

5
/
2
7

落
札
率
調
査
に
関
し
、
４
７
都
道
府
県
・
１
７
政
令
市
・
３
３
県
庁
所
在
地
市
に
調
査

依
頼
送
付

6
/
4

監
査
委
員
調
査
に
関
し
、
４
７
都
道
府
県
・
１
８
政
令
市
・
４
１
中
核
市
に
調
査
依
頼

8
/
2
1

 2
0
0
8
年
度
版
包
括
外
部
監
査
通
信
簿
＋
自
治
体
措
置
対
応
評
価
発
表
（
名
古
屋

8
/
2
9
-
3
0

第
１
６
回
全
国
市
民
オ
ン
ブ
ズ
マ
ン
岡
山
大
会
（
岡
山
市
）

9
/
2
6

直
轄
事
業
負
担
金
追
及
に
つ
い
て
の
呼
び
か
け

国
会
議
員
に
公
金
検
査
請
求
訴
訟
制
度
を
求
め
る
Ｄ
Ｍ
発
送
決
定

2
0
1
0
年
4
/
2
3

全
国
情
報
公
開
度
ラ
ン
キ
ン
グ
各
自
治
体
へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
の
呼
び
か
け

政
務
調
査
費
住
民
訴
訟
ア
ン
ケ
ー
ト
の
呼
び
か
け

5
/
2
9

都
道
府
県
・
政
令
市
・
県
庁
所
在
地
市
に
入
札
制
度
調
査
送
付
 



全
国
オ
ン
ブ
ズ
　
過
去
2
0
年
　
秘
密
保
全
法
ア
セ
ス
メ
ン
ト

年
月
日

内
容

特
定
秘
密

指
定

開
示
度

備
考

程
度

理
由

　
6
/
2
5

行
政
委
員
月
額
報
酬
デ
ー
タ
集
約
の
呼
び
か
け

政
務
調
査
費
住
民
訴
訟
２
次
ア
ン
ケ
ー
ト
の
呼
び
か
け

7
/
2

弘
前
市
に
対
し
て
訴
訟
費
用
額
確
定
処
分
申
立
の
取
下
げ
を
求
め
る
申
し
入
れ

7
/
1
7
-
1
8

包
括
外
部
監
査
評
価
班
第
４
回
班
会
議
（
名
古
屋
市
）

7
/
2
1

4
7
都
道
府
県
・
１
８
政
令
市
に
予
算
編
成
過
程
の
透
明
度
の
問
い
合
わ
せ

9
/
4
-
5

第
１
７
回
全
国
市
民
オ
ン
ブ
ズ
（
マ
ン
）
北
陸
・
富
山
大
会
（
富
山
市
）

9
/
1
1

日
弁
連
「
公
金
検
査
請
求
訴
訟
を
求
め
る
シ
ン
ポ
」
に
参
加
（
東
京
）

1
0
/
1
7

２
セ
ク
損
失
補
償
問
題
に
つ
い
て
の
弁
護
団
就
任
呼
び
か
け

1
2
/
5

３
セ
ク
損
失
補
償
問
題
検
討
会
議
（
横
浜
市
）

1
2
/
1
9
　

３
セ
ク
情
報
公
開
請
求
の
呼
び
か
け

2
0
1
1
年

2
/
1
1

３
セ
ク
損
失
補
償
問
題
検
討
会
議
(東
京
)

2
/
2
6

３
セ
ク
情
報
公
開
請
求
と
分
析
呼
び
か
け

4
/
2
3

全
国
情
報
公
開
度
ラ
ン
キ
ン
グ
各
自
治
体
へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
の
呼
び
か
け

政
務
調
査
費
住
民
訴
訟
ア
ン
ケ
ー
ト
の
呼
び
か
け

　
6
/
8
　

情
報
公
開
度
ラ
ン
キ
ン
グ
ア
ン
ケ
ー
ト
実
施
の
呼
び
か
け

原
発
情
報
に
関
す
る
情
報
公
開
請
求
の
呼
び
か
け

●
×

原
発
に
関
す
る
情
報

の
い
く
つ
か
が
特
定
秘

密
と
さ
れ
る
可
能
性
。

6
/
1
0

都
道
府
県
・
政
令
市
・
県
庁
所
在
地
市
自
治
体
落
札
率
調
査
発
送

6
/
1
5

都
道
府
県
・
政
令
市
・
中
核
市
議
会
に
政
務
調
査
費
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
発
送

6
/
2
5

明
る
い
警
察
を
実
現
す
る
全
国
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
（
東
京
）

★
★
★
ま

た
は
★
★

情
報
提
供
の
呼
び
か
け

が
特
定
取
得
行
為
と
さ
れ

る
可
能
性
。
ま
た
、
情
報

提
供
者
に
対
す
る
捜
査
名

目
で
の
介
入
の
可
能
性
。

6
/
3
0

都
道
府
県
・
政
令
市
・
中
核
市
自
治
体
電
力
購
入
調
査
発
送

8
/
3
0

 2
0
1
1
年
版
包
括
外
部
監
査
通
信
簿
＋
自
治
体
措
置
対
応
評
価
発
表
（
名
古
屋

9
/
3
-
4

第
１
８
回
全
国
市
民
オ
ン
ブ
ズ
マ
ン
松
本
大
会
（
松
本
市
）

1
2
/
1
8

原
発
立
地
自
治
体
・
周
辺
自
治
体
・
県
に
、
１
０
万
円
以
上
の
寄
付
金
の
情
報
公
開

請
求
呼
び
か
け

2
0
1
2
年

3
/
5

「
秘
密
保
全
法
の
制
定
に
反
対
す
る
」
声
明
を
情
報
公
開
市
民
セ
ン
タ
ー
と
連
名
で

3
/
1
5

安
曇
野
市
に
対
し
、
訴
訟
費
用
請
求
問
題
で
申
し
入
れ

3
/
1
9

旧
７
帝
国
大
学
＋
東
工
大
に
「
各
電
力
会
社
か
ら
の
受
託
研
究
＋
共
同
研
究
＋
奨

学
寄
附
金
の
外
部
資
金
受
け
入
れ
審
議
資
料
」
情
報
公
開
請
求

●
×

情
報
の
い
く
つ
か
が
特

定
秘
密
と
さ
れ
る
可
能

性
。

4
/
1
5

全
国
情
報
公
開
度
調
査
各
自
治
体
へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
の
呼
び
か
け

5
/
1
5

都
道
府
県
・
政
令
市
・
中
核
市
議
会
に
政
務
調
査
費
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
発
送

5
/
1
7

都
道
府
県
・
政
令
市
・
県
庁
所
在
地
市
自
治
体
落
札
率
調
査
発
送

5
/
1
8

原
発
立
地
市
町
村
に
、
「
１
０
万
円
以
上
の
寄
付
金
の
額
が
わ
か
る
も
の
」
情
報
公

開
請
求

△
情
報
公
開
の
充
実
に

対
す
る
姿
勢
が
減
退
。

5
/
2
5
　

都
道
府
県
・
政
令
市
・
中
核
市
自
治
体
電
力
購
入
・
売
却
調
査
発
送

原
発
立
地
１
４
県
に
以
下
情
報
公
開
請
求



全
国
オ
ン
ブ
ズ
　
過
去
2
0
年
　
秘
密
保
全
法
ア
セ
ス
メ
ン
ト

年
月
日

内
容

特
定
秘
密

指
定

開
示
度

備
考

程
度

理
由

5
/
2
9

原
発
立
地
１
４
県
の
原
子
力
関
係
審
議
会
・
地
域
防
災
計
画
原
子
力
編
審
議
会
の

各
委
員
が
受
領
し
た
、
「
受
託
研
究
＋
共
同
研
究
＋
奨
学
寄
附
金
の
外
部
資
金
受

け
入
れ
審
議
資
料
」
情
報
公
開
請
求

●
×
ま
た
は

△

内
容
に
よ
っ
て
は
審
議

資
料
の
中
身
が
特
定

秘
密
と
さ
れ
る
可
能

性
。
そ
う
で
な
い
場
合

で
も
情
報
公
開
の
充

実
に
対
す
る
姿
勢
が

減
退
。

7
/
4
　

都
道
府
県
・
政
令
市
予
算
編
成
過
程
透
明
度
調
査
発
送

8
/
2
1

2
0
1
2
年
版
包
括
外
部
監
査
通
信
簿
＋
自
治
体
措
置
対
応
評
価
発
表
（
名
古
屋

市
）

8
/
2
5
-
2
6
 

第
1
9
回
全
国
市
民
オ
ン
ブ
ズ
マ
ン
弘
前
大
会
（
弘
前
市
）
テ
ー
マ
「
原
発
と
市
民
オ

ン
ブ
ズ
マ
ン
」
2
2
0
名
参
加

1
0
/
2
5

全
国
3
議
長
会
（
都
道
府
県
・
市
・
町
村
）
に
対
し
、
政
務
活
動
費
モ
デ
ル
条
例
案
策

定
に
対
す
る
意
見
書
送
付

各
自
治
体
に
政
務
調
査
費
条
例
改
正
に
関
す
る
意
見
書
提
出
の
呼
び
か
け

1
1
/
2
1

秘
密
保
全
法
法
令
協
議
情
報
公
開
訴
訟
を
名
古
屋
地
裁
に
提
訴
（
原
告
N
P
O
法

人
情
報
公
開
市
民
セ
ン
タ
ー
）

1
2
/
2
6

政
務
活
動
費
条
例
改
正
を
拙
速
に
行
わ
な
い
こ
と
を
求
め
る
声
明
を
4
7
都
道
府
県

＋
2
0
政
令
市
＋
4
1
中
核
市
議
会
議
長
に
送
付

2
0
1
3
年

2
/
1
6
　

政
務
調
査
費
条
例
改
正
内
容
＋
透
明
度
全
国
一
斉
調
査
の
呼
び
か
け

△
情
報
公
開
の
充
実
に

対
す
る
姿
勢
が
減
退
。

3
/
1

 政
務
活
動
費
条
例
改
正
内
容
全
国
一
斉
ア
ン
ケ
ー
ト
発
送

3
/
3
0

職
場
質
問
ノ
ル
マ
、
職
場
の
い
じ
め
、
職
務
質
問
、
交
通
取
締
ま
り
電
話
相
談
（
明

る
い
警
察
を
実
現
す
る
全
国
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
）

★
★
★
ま

た
は
★
★

情
報
提
供
の
呼
び
か
け

が
特
定
取
得
行
為
と
さ
れ

る
可
能
性
。
ま
た
、
情
報

提
供
者
に
対
す
る
捜
査
名

目
で
の
介
入
の
可
能
性
。

5
/
1
4

都
道
府
県
・
政
令
市
・
中
核
市
に
電
力
購
入
・
売
却
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
発
送

5
/
2
4

都
道
府
県
・
政
令
市
・
県
庁
所
在
地
市
　
自
治
体
落
札
率
調
査
発
送

5
/
3
1

都
道
府
県
・
政
令
市
・
中
核
市
議
会
に
政
務
活
動
費
制
度
調
査
　
発
送

7
/
2
7

住
民
訴
訟
検
討
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
発
足

　
全
都
道
府
県
議
・
全
政
令
市
議
・
全
中
核
市
議
・
全
2
3
区
議
に
対
し
、
全
国
大
会
参

加
呼
び
か
け
文
発
送

9
/
7
-
8

第
2
0
回
全
国
市
民
オ
ン
ブ
ズ
マ
ン
京
都
大
会


